
第1回 新潟都心地域都市再生緊急整備地域 準備協議会

新潟都心地域の

都市再生緊急整備地域指定に向けて
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指定に向けた検討の流れ

１．新潟市の特徴

２．新潟市(都市圏）の現状と課題

３．都心部の現状と課題

４．まちづくりの方向性・都市再生の経緯

５．都心部の開発予定

６．指定を目指すエリアと地域整備方針について
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１．新潟市の特徴
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１．新潟市の特徴（①地勢・歴史）

人 口：795,597人 （2020.1.1市推計）

世 帯：340,913世帯（ 〃 ）

市域面積：726.45 ㎞2 

• 市街化区域面積 ⇒ 約18％

• 水田面積 ⇒ 約40%

• 森林面積 ⇒ 約7%

※市域の90%以上が信濃川と

阿賀野川が形成した沖積平野

4
古町芸妓

• 日本海海運の拠点として発展

⇒料亭や芸妓などの花街文化が形成

• 安政5（1858）年に開港5港に指定

• 明治22（1889）年に市政を施行

• 平成17（2005）年には、近隣13市町村と合併

⇒人口80万人を超え、本州日本海側初の政令指定都市となる

• 平成31（2019）年1月1日には、新潟開港150周年を迎えた

■ 歴史

■ 概況
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北東アジア

首都圏

東北

札幌

福岡

名古屋

北陸

関西

(最短約90分）

5

１．新潟市の特徴(②交通）

■ 主な交通

出典：「新潟湊の真景」

・空 港 ：新潟空港（国管理空港）
・港 湾 ：新潟港（国際拠点港湾）
・新幹線 ：上越新幹線
・鉄 道 ：5路線（28駅）
・高速道路：３路線（日本海東北、磐越、北陸）
・国 道 ：13路線

日本海国土軸の拠点都市

北東アジアのゲートウェイ

ハバロフスク、ウラジオストク、
ソウル、上海、ハルビン、台北
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１．新潟市の特徴（③農業）

• 水田面積 全国１位

• 水稲収穫量 全国１位

• 農業就業人口 全国１位

• 食料品製造出荷額 全国6位

• 食料品関連事業所数 全国10位

• 平成26年に国家戦略特区に指定

（大規模農業の改革拠点）
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■ 農業関連データ
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１．新潟市の特徴（④大学・研究機関等）
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■ 大学・研究機関等

• 大学 ８校（新潟大学、新潟県立大学等）

• 短期大学 4校

• 専門職大学 １校

• 専門職大学院 １校

• 専修学校 4４校

• 公立の試験研究機関 8機関

• その他（市産業振興財団、にいがた産業創造機構など）

新潟大学五十嵐キャンパス（新潟大学HPより）

新潟市バイオリサーチセンター 新潟県工業技術総合研究所
(研究所HPより）

新潟市産業振興財団

豊富な人材と企業支援

〔R2年4月時点〕
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２．新潟市の現状と課題

※本日の資料については各統計資料ごとの調査時点を表記しておりますが、
COVID19の影響について反映されているデータではありません。
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広域都市圏の人口・推移（万人）

計

新潟市

三条市

新発田市

燕市

五泉市

阿賀野市

加茂市

胎内市

阿賀町

聖籠町

田上町

弥彦村

推計

52 53 55 54 53 52 49
47 45 44 41

38 35
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25
26

26
27

S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27 R2 R7 R12 R17 R22 R27

新潟市年齢３区分別の人口推移・推計

15歳未満 15～64歳 65歳以上

688,878
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（１）人口推移

資料：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所

○H17年度をピークに減少傾向。生産年齢人口は25年間で2割以上減少する見込み

○広域都市圏においては、減少割合がより大きい傾向

２.新潟市の現状と課題（①人口）

合計（人）

区分別
（万人）

759,568776,775
796,456

813,847

811,901
810,157

803,157
788,987

769,821
746,719

719,441

808,969

推計
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（２）人口推移・他都市比較

人口増減率の政令市比較 新潟県の近県各都市の人口推移・推計の比較

資料：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所

２.新潟市の現状と課題（①人口）

○他の政令市と比較して人口の減少率が大きい
〇新潟市より人口が少ない近県の都市と比較しても人口の減少率が大きい

都市名
人口（万人） 推計人口（万人）

増減率(%)
2015年 2045年

1 福岡市 154 165 8

2 川崎市 148 155 5

3 さいたま市 126 129 2

4 岡山市 72 68 -5

5 名古屋市 230 217 -5

6 広島市 119 112 -6

7 熊本市 74 69 -7

8 千葉市 97 91 -7

9 横浜市 372 345 -7

10 札幌市 195 181 -8

11 大阪市 269 241 -10

12 相模原市 72 64 -12

13 浜松市 80 70 -12

14 京都市 148 130 -12

15 仙台市 108 92 -15

16 新潟市 81 69 -15

17 神戸市 154 130 -16

18 堺市 84 71 -16

19 静岡市 70 57 -19

20 北九州市 96 77 -20

都市名
人口（万人） 推計人口（万人）

増減率(%)
2015年 2045年

1 宇都宮市 52 48 -7

2 金沢市 47 43 -8

3 福井市 27 23 -12

4 高崎市 37 33 -12

5 富山市 42 36 -15

6 新潟市 81 69 -15

7 山形市 25 21 -16

8 長野市 38 32 -16

9 前橋市 34 28 -18
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（３）人口動態

２.新潟市の現状と課題（①人口）
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○2016年以降は社会動態、自然動態ともに増加量を

減少量が上回る
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2019年新潟市年齢・理由別県外転入出数（人）

職 業

住 宅

学 業

家 族

戸 籍

その他

合 計

資料：新潟県人口移動調査

○社会動態の傾向として、県内他市町村から転入する

人数を県外へ転出する人数が上回っている

○県外への主な転出者は、就職が理由の20代
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（３）人口動態

２.新潟市の現状と課題（①人口）

○東京圏への転出超過が増加傾向にある

-6,000 -5,000 -4,000 -3,000 -2,000 -1,000 0

名古屋市

仙台市

大阪市

福岡市
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京都市

静岡市

浜松市

岡山市

熊本市

北九州市

堺市

2019年 政令指定都市から東京圏への転出入人数（人）

東京圏内の移動は除く

▲ 2,612

▲ 3,000

▲ 2,000

▲ 1,000

0

1,000

2,000

3,000

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

新潟市県外地域別転出入数推移（人）

その他 近畿 中部 東京圏 北関東 東北 北海道

東京圏

資料：住民基本台帳人口移動報告 移動前の住所地別転入者数

資料：新潟県人口移動調査
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新潟市中心部への通勤圏労働力人口：約６５万人

13

【通勤圏・労働力人口】

（資料）総務省「国勢調査（H27）」

＜通勤時間が約１時間以内（半径３０km圏内）＞

30km（新潟駅から）

＜総人口＞ ＜労働力人口＞

男性 女性 男性 女性

新潟県 2,305,098 1,115,576 1,189,522 1,184,716 661,109 523,607

（20～39歳) 460,264 236,092 224,172
380,594

（32.2％）

206,613

（31.3％）

173,981

（33.2％）

新潟市 810,514 389,613 420,901 408,058 223,563 184,495

（20～39歳) 178,624 89,339 89,285
139,685

（34.2％）

73,788

（33.0％）

65,897

（35.7％）

新潟市通勤圏
1,275,556 614,275 661,281 654,471 360,729 293,742

（20～39歳)
269,620

（21.1％）

136,265

（22.2％）

133,355

（20.2％）

218,022

（33.3％）

116,518

（32.3％）

101,504

（34.6％）

新潟県人口：約237万人

新潟市内人口：約８１万人

新潟市中心部への通勤圏人口：約１２７万人

本州日本海側唯一の政令指定都市

（４）人材にかかる特性（通勤圏・労働力人口）

２.新潟市の現状と課題（ ①人口）
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（１）人口集中地区（DID）の推移と夜間人口分布の推移

〇過去45年間でDID面積は約2.5倍に増加、DID人口密度は約30％減少

〇都心の夜間人口が低下した一方で、市街地の縁辺部や鉄道駅付近、鉄道駅沿線では、住宅地開発

により増加

資料：国勢調査

S45(1970) H17(2005) H27(2015)

■新潟市 夜間人口分布の経年変化

資料：都市構造の可視化計画
「夜間人口分布の経年変化」

■新潟市 DIDの推移

２.新潟市の現状と課題（②土地利用）

4,470

6,930

8,760 9,140
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（１）公共交通利用者数の推移

マイカー依存度が高い

２.新潟市の現状と課題（③交通）

〇鉄道利用者は、８万人／年程度を横ばいで推移

〇自動車依存の高まりを背景として、バス利用者およびバス運行便数が減少傾向が長く続

いてきたが、新バスシステム・BRTの運用開始により、バス利用者の減少に歯止め

資料：にいがた都市交通戦略プラン2019＜概要版＞

新潟市バスの利用者数の推移

新潟市バスの運行便数の推移

資料：新潟交通株式会社

資料：新潟交通株式会社

新潟市公共交通の現状
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（２）新潟空港の利用者状況
〇国際線の利用者は伸び悩んでいる

２.新潟市の現状と課題（③交通）

資料：空港管理状況調書

1,018,222 

119,469 

1,008,172 980,753 991,347 1,022,656 
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新潟空港の乗降客数推移（人）

国内線＋国際線

国内線

国際線

東京・前橋
関越道方面 38便

仙台・郡山・会津
磐越道方面 14便

大阪・金沢・富山
北陸道方面 9便

新潟市発

長野・名古屋
上信越道方面 7便

（３）高速バスネットワーク

〇空路、鉄路のほか、都市間高速バスの

広域ネットワークの拠点機能を有している

0
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平成30年度 本州日本海側空港乗降客数（人）

国内 国際

山形
日東道方面 2便

令和元年 方面別県外高速路線バス便数（平日・片道）
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（１）産業別従業者数

２.新潟市の現状と課題（④経済）

（２）市内総生産
〇政令市間では下位〇政令市の中では、第１次産業従事者の割合が多い

政令市

14位

資料：県民経済計算

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大阪市

名古屋市

川崎市

札幌市

横浜市

堺市

相模原市

福岡市

千葉市

さいたま市

仙台市

北九州市

神戸市

京都市

広島市

岡山市

静岡市

新潟市

熊本市

浜松市

平成27年産業別従業者割合(%) 政令市比較

第１次産業従事割合 第２次産業従事割合 第３次産業従事割合

第１次産業従事者割合順 資料：国勢調査 残り４市は統計資料なし

29,765

30,490

29,369 29,218
29,747

30,142 30,235

30,922
30,514 30,320 30,371

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

新潟市 市内総生産（実質）の推移（億円）

27,955

29,027

30,371

35,200

35,695

42,824

52,764

53,044

60,606

63,030

63,544

65,907

75,367

129,672

130,923

191,975

岡山市

浜松市

新潟市

北九州市

千葉市

さいたま市

仙台市

広島市

川崎市

神戸市

京都市

札幌市

福岡市

名古屋市

横浜市

大阪市

平成28年市内総生産（実質）の政令市比較（億円）
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（３）製造品出荷額 （４）新潟港の外貿コンテナ取扱量の推移

２.新潟市の現状と課題（④経済）

16.4 16.2 15.8
14.3

16.3

19.8

17.6 18.1 17.5
16.2 16.4

17.3 17.1 17.6

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

新潟港の外貿コンテナ取扱量の推移（万TEU）
平成29年主な政令市（隣接市町村圏含む）製造品出荷額

新潟市産業別製造品出荷割合

出荷総額 1兆655億円

〇新潟圏域では３兆円を超え、

札幌圏域や仙台圏域の約２倍の規模

〇外貿コンテナ取扱量は本州日本海側最大

東日本大震災

176,351 

73,467 71,716 71,005 

45,893 37,229 35,129 32,484 
19,812 

5,304 

令和元年本州日本海側 外貿コンテナ取扱量(TEU)

本州日本海側

1位

資料：港湾調査
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（５）新規開業率

新潟市の新規開業率の推移
資料：RESAS

新規開業率の推移（政令市比較）
資料：新潟市の産業2019（経済センサス）

〇新規開業率は5.1％（2014~2016年）

〇全国平均並みを推移しているが、政令市ではいまだ低い

２.新潟市の現状と課題（④経済）
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（１）観光入込客数

２.新潟市の現状と課題（⑤観光）

19,549,376

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

10,000,000

13,000,000

16,000,000

19,000,000

新潟市観光入込客数の推移（人）

〇観光入込客数は増加傾向

〇外国人宿泊客数は下位グループに位置

平成30年都道府県別外国人延べ宿泊客数（人）

資料：新潟県観光入込客統計

資料：宿泊旅行統計調査
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（２）国際会議

２.新潟市の現状と課題（⑤観光）

〇G20農業大臣会合など、ハイレベルコンベンションの

実績はあるが、他の政令市と比較すると少ない

21 22

14

23
18

22 22 24

13

14

新潟市 国際会議開催件数・参加者人数

9,723 

19,994 

6,687 

22,144 

3,024 

14,017 

19,371 
21,737 

6,456 

11,621 

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

参加人数（人）

0 

0 

1,234 

6,011 

7,295 

7,314 

7,497 

11,621 

26,871 

38,355 

48,469 

51,202 

60,659 

73,489 

78,251 

124,193 

156,076 

187,773 

190,433 

215,171 

川崎市

相模原市

堺市

浜松市

熊本市

さいたま市

静岡市

新潟市

岡山市

広島市

北九州市

千葉市

札幌市

名古屋市

仙台市

福岡市

京都市

神戸市

大阪市

横浜市

参加人数（人）

0

0

7

8

11

14

14

17

34

65

74

109

116

133

152

156

202

293

348

419

川崎市

相模原市

堺市

浜松市

さいたま市

静岡市

新潟市

熊本市

岡山市

千葉市

広島市

札幌市

仙台市

北九州市

大阪市

横浜市

名古屋市

福岡市

京都市

神戸市

開催件数（件）

平成30年国際会議政令市間比較

G7農業大臣会合
政令市

13位
政令市

14位

資料：日本政府観光局国際会議統計

APEC（アジア太平洋経済協力）
食料安全保障担当大臣会合

開催件数（件）

令和元年度にG20農業大臣会合を実施

日 程 令和元年5月11日（土）、12日（日）

会 場 新潟コンベンションセンター朱鷺メッセ

参加国 メンバー国20、招待国6、国際機関8
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（１）CO2排出量

資料：地方公共団体実行計画策定・実施支援サイト（環境省）

２.新潟市の現状と課題（⑥環境）
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新潟市 CO2排出量の推移（1,000tCO2）

一般廃棄物

運輸部門

産業部門

民生部門

排出量合計

5.0
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5.8

5.9
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7.3

7.4
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相模原市

仙台市

大阪市
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札幌市

川崎市

新潟市

神戸市

千葉市

北九州市

岡山市

広島市

平成29年人口１人当たりCO2排出量

政令市間比較（tCO2/人）

〇人口一人当たりのCO２排出量は政令市間で上位

政令市

6位
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２.新潟市の現状と課題（⑦大学・学生等）

160.3 

147.9 
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7 7 7 7 7 7 7 7 7 7

5 5 5 4 4 4 4 4 4 4

43 44 44 44 45 45 45 45 45
47

20.7 21.2 21.6 21.8 22.0 22.1 22.4 22.5 22.4 22.6 

1.6 1.4 1.4 1.4 1.4 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 

11.2 11.7 12.0 12.4 12.2 11.7 11.2 11.1 10.8 10.5 

0
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10

15

20

25

30

0

10

20

30

40

50

60

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

大学 学校数 短大 学校数 専修学校 学校数

大学 学生数 短大 学生数 専修学校 学生数

(件） (千人）新潟市の学生数と学校数の推移

政令市の学生数と学校数（R1）

資料：学校基本調査

大学生数は微増傾向

合 計 大 学 短 大 高 専 専修等

求 職 8,879 4,166 583 88 4,042

就
職

総 数 8,592 4,061 577 86 3,868

（うち県内） 4,746 1,845 496 36 2,369

県内就職率 55.2% 45.4% 86.0% 41.9% 61.2%

都道府県別ベンチャー数
経済産業省 令和元年度産業技術調査（大学発ベンチャー実施等調査）

令和２年３月末現在 （単位：人）新潟県新規学卒者就職状況

大学発ベンチャー数
は中位だが少ない

学生数・学校数は
政令市で中位

大学生の県内就職割合が低い 資料：新潟労働局R2新卒者調査

資料：学校基本調査
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（４）救援・代替機能強化の必要性（首都圏のバックアップへ）

２.新潟市の現状と課題（⑧防災）

24

■ 日本海国土軸の形成

■ 日本海側と太平洋側の連携を踏まえた国土形成

■ 災害発生時と平時の連続性を確保するための制度

今後、高い確率で発生が予測されている、首都圏など太平洋側の大規模災害に備え、
被災想定エリアの防災・減災対策の推進に加え、太平洋側のバックアップが可能な体制
を平時から構築しておくことが重要。
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３．都心部の現状と課題
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（１）居住人口の推移

資料：新潟古町まちづくり㈱／新潟中心商店街協同組合・新潟商工会議所・新潟市
「平成２９年度古町地区活性化まちづくり調査 報告書」（２０１８年３月）

新潟市地区毎の人口ピラミッド
（住民基本台帳人口〔H29.3.31〕から作成）

〇中心市街地の人口は増加傾向。
〇古町地区の高齢化率が新潟駅・万代地区より高い。

新潟市中心市街地の居住人口の推移
（H20年-R1年)

資料：住民基本台帳人口から作成

新潟市居住人口の分布
資料：国勢調査（H27）

新潟駅

白山駅

３.都心部の現状と課題（①人口）

新潟駅

新潟駅・万代地区

古町地区
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（２）人口密度の推計

出典：新潟市都市計画基礎調査（R1）
【資料：国勢調査／国立社会保障・人口問題研究所】

新潟市将来の人口密度分布（現状と推計） 新潟市将来の人口密度増減の分布（推計）

〇都心部全体で減少傾向
〇特に、古町地区における将来の人口密度の減少が顕著

H27(2015)年

新潟駅 新潟駅新潟駅

古町地区古町地区古町地区

３.都心部の現状と課題（①人口）

R22(2040)年 H27年⇒R22年(25年後)
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（１）交通量の推移
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資料：新潟市商店街連盟「商店街歩行者通行量調査」

新潟市中心市街地の歩行者通行量の推移

〇H14年柳都大橋・みなとトンネルの開通後、萬代橋の自動車交通量が年々減少し、
都心軸上の交通混雑の緩和がみられる

〇まちなかの歩行者通行量は、過去10年間で約20％減少
〇新潟駅周辺、万代周辺の歩行者通行量は、横ばいで推移。古町地区は、大きく減少

611 631
488

316 273

220

233
228

0

200

400

600

800

H9 H11 H17 H22 H27

萬代橋 柳都大橋

〈611〉 〈631〉
〈708〉

〈549〉
〈502〉

〈百台/日〉

新潟市都心軸の断面日交通量の推移

資料：北陸地方整備局「道路事業の事後評価説明資料」より作成

※〈〉：合計値

H14 年度 柳都大橋・みなとトンネル開通

約20％
減少

40％以上

減少

３.都心部の現状と課題（②交通）
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（１）中心部の商圏の推移

29

0

5

10

15

20

S55 S58 S61 H1 H4 H7 H10 H13 H16 H19 H22 H25 H28

古町・西堀・東堀 本町 万代シティー 新潟駅前・新潟駅

（％）

資料：新潟県「平成28年度中心市街地に関する県民意識・消費動向調査報
告書」（旧新潟市の買物地区利用割合の変遷全品目）

〇大規模小売店の郊外出店の増
加、および、電子商取引の市場規
模の拡大により、中心部の商圏が
低下している。

３.都心部の現状と課題（③経済）

（２）地区別 商業販売額

〇全体的に減少傾向。
特に古町地区の減少が顕著。

資料：新潟古町まちづくり㈱／新潟中心商店街協同組合・新潟商工会議

所・新潟市「平成２９年度古町地区活性化まちづくり調査 報告書」

（２０１８年３月）

（「経済産業省 商業統計 立地環境特性別」から作成）

新潟市 地区別の商業販売額推移新潟市 地区別の買物利用割合の推移
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2,595,850 
3,038,450 

6,043,300 

2,500,000 2,600,000 

5,200,000 

5,780,000 
6,230,000 

11,000,000 

2,000,000 2,100,000 

3,550,000 

2,300,000 2,200,000 

4,020,000 

620,000 555,000 550,000 

555,000 680,000 
1,090,000 407,000 426,000 

522,000 

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

H23 H27 R2

商業地「最高」価格（地価公示）

政令市平均 札幌市 福岡市 広島市 仙台市 新潟市 金沢市 富山市

（３）商業地の最高地価

30資料：地価公示をもとに作成

地価公示額
（円/㎡）

〇政令市平均、主な政令市、北陸２市では、過去10年で上昇傾向のなか、本市では停滞

新潟市

停滞

３.都心部の現状と課題（③経済）
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（１）宿泊施設の状況

分類 エリア
宿泊
施設数

客室数
収容人
数

ホテル

新潟駅万代口周辺 19 3,098 4,101

新潟駅南口周辺 7 1,067 1,269

万代シティ周辺 3 607 918

古町周辺 10 1,384 1,865

その他 10 828 1,173

旅館 21 403 1,834

市内宿泊施設 合計 70 7,387 11,160

資料：新潟観光コンベンション協会 「新潟市内宿泊施設一覧」

〇新潟駅周辺にホテルが集積
〇市内の宿泊施設の年平均稼働率は、近県の主な都市に比べ、7３％と高い。
〇宿泊に占める外国人比率は外国人比率は、近県の主な都市に比べ、 4％と低い。

62.7 

65.4 

72.9 

69.8 

73.6 

55.0 60.0 65.0 70.0 75.0

全国

富山市

新潟市

金沢市

仙台市

（％）

資料：観光庁宿泊旅行統計調査より作成

新潟市内のエリア別内宿泊施設の概要
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３.都心部の現状と課題（④観光）

稼働率

73%

外国人率

4%

〈〉：調査対象施設数

〈36〉

〈75〉

〈111〉

〈54〉

資料：観光庁宿泊旅行統計調査より作成

資料：観光庁宿泊旅行統計調査より作成

2019年 宿泊施設の平均客室稼働率
（従業員10人以上）

2019年 新潟市 宿泊施設の客室稼働率
（従業員数10人以上）

81 

87 

96 

81 

92 

19

13

4

19

8

全国

富山市

新潟市

金沢市

仙台市

日本人割合 外国人割合

延べ宿泊者数（万人）

385

257

104

167

53,800

2019年 延べ宿泊者数における外国人の割合
（従業員数10人以上）
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（１）津波避難ビルの分布

新潟市津波浸水深と津波避難ビルの分布

施設 所在地
受け入れ
可能人数

1 カントリーホテル新潟 本町通6-1140-1 340

2 ダイアパレス本町 本町通5-242 462

3 中央ビルディング 東堀前通6番町1058-1 1,966

4 新潟日報メディアシップ 万代3-1-1 600

5 ホテルオークラ新潟 川端町6-53 2,263

6 ホテルディアモント新潟 本町通6-1099 420

7 NEXT21 西堀通6番町866番地 1,974

8 古町ルフル 古町通七番町1010 1,581

計 9,606

新潟市都心部（商業地域・容積率600%）の津波避難ビル

津波避難ビル

８棟

３.都心部の現状と課題（⑤防災）

〇都心部の津波避難ビルは８棟、受け入れ可能人数は9,606人
〇津波避難ビルの指定要件である建築物の耐震安全性の確保（耐震化）が課題

受入可能人数

9,606人

（人）

容積率600%の範囲および駅南
開発計画区域（抽出区域）
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アンケート実施時期：令和2年7月
回答者：12団体
属性：地権者等（2団体）、デベロッパー（5団体）、コンサルタント(2団体）、ゼネコン（3団体）

必要な支援に
ついて

• 再開発事業や優良建築物等整備事業等の補助金拡充（17件）
• 駅周辺整備事業やペデストリアンデッキ、次世代通信インフラ
などの公共整備（4件）

• 関係者調整などの人的支援（2件）
• その他：企業誘致強化、固定資産税減免、床購入など(9件)

必要な規制緩
和について

• 高さ規制（信濃川沿いの50ⅿ規制など）の緩和（7件）
• 容積率の緩和（5件）
• 手続きの簡素化や時間短縮（4件）
• その他：道路占用の緩和、再開発の適用基準の緩和など(5件)

官民連携につい
て

主な意見
• 公共空間での広告収入を原資にした賑わい創出事業
• 景観や土地活用について議論する場の設置

その他 COVID19の影響を考慮し、東京一極集中の是正と地方への拠点移転を推
進する意見が複数あり。

【都心部の開発促進に向けた事業者アンケート】

都心部の開発促進に向け、今後必要な支援・規制緩和等についてアンケートを実施

３.都心部の現状と課題（⑥事業者ニーズ）
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新潟市の
現状と課題

〇農業生産が高いなど第１次産業が活発
〇交通の広域ネットワーク化と拠点性
●生産年齢人口が今後25年で約2割の減少が見込まれる
●毎年2500人以上が首都圏に転出し、半分以上の学生が県外就職
●人口集中地域は、都心部から郊外へ平たく拡大
●インバウンド・コンベンションとも政令市の中では下位
●マイカーへの依存が高く、CO2排出量が多い

都心部の
現状と課題

〇信濃川やすらぎ堤など都心に良好な水辺空間が存在
〇みなとまち新潟の歴史と花街文化を有する
●老朽化建築物の増加
（約５割が旧耐震基準、オフィス床が企業ニーズに合わない）
●駅前の建築物では容積率オーバーが多数存在
●平面駐車場などの低未利用地が増加
●地価は、過去10年で政令市平均は２倍に、本市は停滞
●歩行者通行量は、過去10年で約２割減少
〇新バスシステム導入によりバス利用者の減少を抑制

雇用の場と環境に配慮した都市の魅力創出が課題

市街地更新に合わせた企業誘致と安全で魅力的な都市形成が課題

３.現状と課題の整理
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４．まちづくりの方向性・都市再生の経緯

①新潟市の上位計画



みなとまち。
みらいまち。
新 潟 市

未来ビジョン（総合計画）と総合戦略

■まちづくりの最上位計画 にいがた未来ビジョン ⇒2015～2022

◆ 「にいがた未来ビジョン」（新潟市総合計画）の都市像に
「新潟市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を重ね合せて推進

まち・ひと・しごと創生総合戦略
⇒2015～2019 （第2期戦略策定まで延長）

37

現在、第２期総合
戦略を策定中
（２０２１年１月末
策定予定）

新潟市第2期まち・ひと・しごと創生総合戦略
(2020～2024）の方向性(案)

目標１：新潟の強みを活かしたしごとをつくり、稼ぐ力を高め地域経済を活性化させる
目標２：新潟への新しい人の流れと交流を生み出す
目標３：結婚・出産・子育ての希望をかなえる、地域の将来を担う人材を育てる
目標４：誰もが安心して暮らせる持続可能なまち、魅力あるまちをつくる

未来ビジョンと総合戦略を踏まえ「地域整備方針」を策定
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新潟広域都市圏ビジョンの都市機能連携イメージ（H30.3改定）
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新潟市は広域都市圏の中
で、交通拠点（港湾・空
港・新幹線）、教育(大
学）、医療(特定機能病
院）、商業、コンベン
ションなど、多くの高次
広域都市機能を担う。

• 新潟市を中心に
12市町村による
連携中枢都市圏
域を形成

• 圏域人口は約
130万人

凡例

高速道路

在来線・新幹線

広域都市機能集積地区

地域都市機能集積地区

広域連携軸

高次広域都市機能集積地区（新潟駅周辺）

新潟駅前から延びる都心軸を中心として、高次都市機能の
強化を図るとともに、本州日本海側の代表都市に相応しい風
格ある都市空間の形成を図る。
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新潟市都市計画基本方針 平成20年策定⇒今年度改定作業中

方針1 自然・田園と共生する都市新潟

方針2 個性ある日本海拠点都市新潟

方針3 地域が連携する都市新潟

方針4 活力ある産業・交流都市新潟

方針5 安心して暮らせる都市新潟

都市づくりの理念⇒「持続的に発展する政令市」「誰もが暮らしやすい個性ある地域」
めざす都市のすがた⇒「田園に囲まれた多核連携型都市～新潟らしいコンパクトなまちづくり～」
古町・万代・新潟駅周辺を「都心」と位置付け、さらに8つの行政区のそれぞれのまちなかを自立した核
とし、それらを多様な交通手段で結び、連携させることで都市全体の活力を生み出す。
都市・地域づくりの方針として、5つの方針を策定

都心

39

新潟県の広域都市計画
マスタープランの見直
しを受け、市都市計画
基本方針（都市計画マ
スタープラン）を改定

平成28年に策定した「立地
適正化計画」で位置づけた
「持続可能でコンパクトプ
ラスネットワークの都市づ
くり」の理念を踏まえ、人
口減少、少子高齢化、自然
災害の激甚化、まちなかの
スポンジ化など、社会状況
の変化に対応するよう改定

作業中
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誘導区域図
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新潟市立地適正化計画 平成28年策定

赤枠内が
都市機能誘導区域の重点エリア

都市計画基本方針に即し、持続可能な都市づくりに向けた土地利用の誘導を進めるため、都心部
を中心に都市機能誘導区域を設定（古町・万代・新潟駅周辺は重点エリアに設定）

重点エリア内では、都市機能（商業、医療、教育、交流など）の誘導強化、まちなか居住の促進、
オフィスビルの更新、回遊性・賑わいの創出に取り組む。

40



みなとまち。
みらいまち。
新 潟 市

41

都心軸と交流軸の連動
⇓

都市の活力を創出

新潟市立地適正化計画 平成28年策定

「都心軸（都心の重点エリア
内各地区を結ぶ軸）」、「交
流軸（信濃川沿いの体験
型・時間消費型の空間軸）」、
「基幹公共交通軸」を明確
化

都心の重点エリアと周辺の
機能集積エリア（白山、新
光町・美咲町、鳥屋野潟南
部）を基幹公共交通で結び
付け、「連携強化」「相互補
完」「相乗効果」を創出する。

「都心軸と交流軸を連動
させることで市全体を牽
引する活力を創出」する
と定義
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にいがた都市交通戦略プラン 令和元年改定

新
潟
駅
の
高
架
化
を
契
機
に
、
拠
点
性
の
強
化
、
急
激
に
進
む
人
口
減
少
・

少
子
高
齢
化
な
ど
の
課
題
に
対
応
す
る
た
め
、
計
画
の
見
直
し

2.広域交通との連携強化
～都市の活力と拠点性を強化する交通戦略～

駅・港・空港など広域交通拠点と基幹公共交通軸の効果的な連携

【取り組みの方向性】
駅・港・空港など広域交通拠点をバスやタクシーでよりスムーズに連携させ
るとともに、基幹公共交通軸との結節を強化させることで、交流人口の拡大
を図ります。

3.都心部での移動円滑化
～まちなかの賑わいを創出する交通戦略～

まちなか活性化に向けた回遊性向上

－交通の将来像－

県都新潟の拠点化と
安心して暮らせるまち

－目標1－

県都新潟の拠点化を支える交通

「全国とつながる」、「世界とつながる」拠点都市・新潟

－目標2－

安心して暮らせることで選ばれるまちを支える交通

住みよいまち新潟・暮らしたいまち新潟

【取り組みの方向性】
地域のまちなかでは、徒歩や自転車で安心して移動
できる空間をつくり上げるとともに、公共交通の改
善に取り組み、まちづくりと連携した公共交通ネッ
トワークを強化します。

5.市民や関係者による協働
～みんなで築き上げる交通戦略～

市民にとって使いやすく喜ばれる公共交通に改善

【取り組みの方向性】
望ましい土地の利用と放射環状型の道路網をつくり上げるとともに、鉄
道・バス・タクシー・自転車間の役割分担を図り結節を強化することで、
多核連携型のまちづくりを推進します。

【取り組みの方向性】
引き続き、過度な自家用車利用から公共交通利用へ
促進する取り組みを進めるとともに、バリアフリー
化や新技術の導入などをみんなで取り組み、誰もが
使いやすく喜ばれる公共交通へ改善を進めます。

みんなで育てられる
公共交通になった！

1.都心アクセスの強化
～多核連携型のまちづくりを支える交通戦略～

コンパクト・プラス・ネットワークを基本とした公共交通

車がなくても安心して
暮らせるようになった！

【取り組みの方向性】
新潟駅全面高架化などをきっかけに、まちなかの通
過交通を抑制し、道路空間を再構築・利活用するこ
とで、多様な交通手段による回遊性を向上させ、ま
ちなかの賑わいを創出します。

4.生活交通の確保維持・強化
～暮らしを支えるモビリティを地域で育む交通戦略～

暮らしやすい移動環境の確保

多様な交通手段から選んで
回遊できるようになった！

スムーズにまちなかや隣の区に
アクセスしやすくなった！

10年後には…
駅・港・空港間の交通ネットワーク
が使いやすくなった！

10年後には…

10年後には…

10年後には…

10年後には…

免許証返納者

高齢者

交通事業者 市役所職員

地域住民

自家用車利用者

：放射軸

－凡例－

都心アクセスの強化
：環状軸

：地域拠点

：生活圏

：連携軸広域交通との連携強化

：都心部都心部での移動円滑化

生活交通の
確保維持・強化

：公共交通の利便性の高い
まちなか居住エリア

：居住を奨励するエリア

：基幹公共交通軸

新幹線や空港にアクセスし
やすいから、出張帰りの空
き時間に観光して行こう♪

空港からまちなかまで
バスですぐだよ！

県外出張者

学生旅行者

今日は天気がいいから自転車
でまちなかを回遊しよう♪

いろいろな乗りもので魅力的なまちを
まわれてワクワクがとまらないよ！

学生まちなかで楽しむファミリー

渋滞を気にせずまちなかまで
スムーズに行けるね！

郊外から都心への公共交通利用者

新幹線や空港にアクセスし
やすいから、出張帰りの空
き時間に観光して行こう♪

免許証を返納しても安心して
暮らせるわ！

みんなで協力して
使いやすい公共交通
にしていこう！

駅まで車で行って電車
に乗り換えて行こう♪

区バス・住民バス
が充実しているか
ら住みやすいわ♪
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新潟都心の都市デザイン 平成30年策定

新潟開港150周年の節目に、
「人を中心とする新しい新潟の軸」の形成に向け、都心の都市デザインを策定・公表

都心軸

日本海拠点都
市として、機能
集積・風格あ
る景観ととも
に、人が中心
のメインスト
リートに

副軸

歩行者が中心
の通り、都心
軸と合わせて
回遊性を向上

古町
（旧市街地・
開化ゾーン）

歴史的な町割
りや街並み、
花街文化、食
文化を活かす

水辺ゾーン

新潟独自の魅
力である西港
や信濃川の水
辺を活かして
にぎわいを創

出
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古町地区将来ビジョン 令和２年策定

都
心
の
都
市
デ
ザ
イ
ン
の
策
定
を
踏
ま
え
、

古
町
地
区
の
魅
力
向
上
に
向
け
、
ビ
ジ
ョ
ン
を
策
定
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４．まちづくりの方向性・都市再生の経緯

②産業分野の取り組み



優良企業の誘致、中小企業支援

◆ 生産性向上による競争力強化と人手不足対応

▷中小企業の生産性向上に資する
設備投資へ補助

■ 内発型産業の育成・創業支援

既存産業の高度化を図りながら成長産業を育て，
働く場を創出

◆ 今後増加の見込まれる中小企業の事業承継を支援
▷新潟ＩＰＣ財団に専門人材を配置し，相談体制を強化

◆ 企業の進出ニーズへの対応
▷ＩＣＴ企業向けオフィスビルのリノベーション支援制度を創設

▷新たな工業用地の確保（R2年度 工業団地8地区を市街化編入）

みなとまち。
みらいまち。
新 潟 市

まちづくりの取り組み(新たな産業集積による雇用の創出）
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航空機産業の集積

◆ 効率的な生産体制の構築，受注獲得に向けた支援

▷航空機のトライ部品の製作や人材育成を継続支援

▷多様なフィールドをもつ本市の特徴を活かした
先端技術の活用による新しいビジネスの創出を促進

NSCA戦略的共同工場（南区）JASPA共同工場（西蒲区）

■ ＩＣＴを活用した実証事業等の支援

▷戦略的複合共同工場（南区）において全区画での稼働を開始

みなとまち。
みらいまち。
新 潟 市

まちづくりの取り組み(新たな産業集積による雇用の創出）
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①企業出資による特例農業法人の設立

◆9社が農業参入！関東甲信越エリアのコンビニ
でおにぎり販売、耕作放棄地の解消、酒米を
使用した日本酒の製造・販売、G-GAP取得

②農用地区域での農家レストラン設置

１ 国家戦略特区の規制緩和を活用した主な取り組み

③健幸づくり応援食品認定制度の創設

◆全国初となる農家レストランが3店舗営業中。
年間来客数97,000人超、雇用24人を創出！

◆機能性に関する科学的な報告がある成分を
含む食品や、健康づくりに配慮された食品
を新潟市が独自認定！ 1４食品が認定！

④農業への信用保証制度の適用

◆農業者による6次産業化や商工業者の農業
参入など多様な事業に効果を発揮！

◆累計の融資件数は39件、
その融資額は3億7,999万円

塩分0％味噌風味調味料、
もち麦、新潟柿の葉うどんなど

数値は令和元年度末時点

みなとまち。
みらいまち。
新 潟 市

まちづくりの取り組み(新たな産業集積による雇用の創出）
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⑤企業と連携したアグリプロジェクト

◆大手企業や農業ベンチャーと連携し、ICTを
活用した実証実験を実施

◆市内農業ベンチャーもプロジェクトに参画
◆省力化、生産コスト低減、次世代型農業の導
入に成果

⑥新潟県内初 のオランダ型植物工場

◆植物工場による野菜生産が盛んなオランダ
の栽培技術を取り入れた環境制御型栽培施設
が西蒲区で稼働！

◆農水省の「産地パワーアップ事業」を活用

水田センサ、ドローン、ICTコンバインなどを用いた実証実験 2haの施設規模は県内最大、ミニトマトを通年栽培

２ 国家戦略特区の波及効果等

３ これまでの実績・成果を土台に更なるステップ・アップへ！

◎国家戦略特区をフル活用し、新潟市を日本農業の改革拠点へ！

ビジネスチャンスの拡大に向けて、国家戦略特区の活用を是非ご検討ください。

≪トピック≫
メドベージェワ選手に
G-GAPを取得したミニ
トマトを贈呈！

みなとまち。
みらいまち。
新 潟 市

まちづくりの取り組み(新たな産業集積による雇用の創出）
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４．まちづくりの方向性・都市再生の経緯

③都市再生の経緯

(新潟市の取り組み)
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③都市再生の経緯(新潟市の取り組み）
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直近約10年の都心部の取り組み

H20：リーマンショック発生

H22：大和新潟店閉店

H23：東日本大震災発生

H27：BRT第1期導入

R2：ふるまち庁舎オープン、新潟市スマートシティ協議会設立

R2：COVID19流行

R2：新潟三越閉店

H19：政令指定都市移行H18～H22：まちづくり交付金事業 まちなかに行政窓口と
子育て応援施設整備

H20～H24：中心市街地活性化基本計画
再開発・優建事業、
企業誘致の推進

H21～H23：まちなか再生本部会議開催 都心軸の強化方針

H27～R2：都市再生整備計画 古町周辺地区
古町7番町地
区再開発等

新潟市立地適正化計画 都心の都市機能の
強化方針

古町地区将来ビジョン 歴史文化を活かした
まちづくりの推進

H30：新潟駅高架駅第1期開業

R2：古町ルフル開業

H

18
～

新
潟
駅
周
辺
整
備
事
業

H

H29：中央区役所を古町（NEXT21）に移転

H27：ラフォーレ原宿新潟撤退

H28：ミズベリング開始

新潟都心の都市デザイン
都心軸・副軸形成

のイメージ

都市再生緊急整備地域 候補地域設定

新潟都心のまちづくり推進会議設置



万代地区

古町地区

新潟駅周辺地区

旧三越 古町ルフル

NEXT21

JR新潟駅

伊勢丹

プラーカ

ラブラ万代

アパホームよりイメージ提供

万代5丁目地区

ＪＲ東日本より写真提供

新幹線・在来線同一ホーム

古町通7番町地区（古町ルフル）

BRT事業

中央区役所移転

※今後の検討・協議により、変更の可能性有

運輸局
跡地

凡例

萬代橋

信濃川

国道

県道

７
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都心軸周辺の都市再生の取り組み状況

ミズベリング信濃川やすらぎ堤

みなとまち。
みらいまち。
新 潟 市

③都市再生の経緯(新潟市都心部の取り組み状況)
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みなとまち。
みらいまち。
新 潟 市

③都市再生の経緯(新潟市内の取り組み・次世代技術の活用)

令和元年度に民間事業者を主体とした地域型MaaSの実証実験を実施しており、
また新潟市中心部を対象に観光型MaaSの実証実験も行われています。
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５．都心部の今後の開発予定



みなとまち。
みらいまち。
新 潟 市

市役所ふるまち庁舎

中央区役所

柾谷小路
東大通

ＪＲ新潟駅

新潟鳥屋野線

写真についてはグーグルストリートビューより引用

事業中
新潟駅周辺整備事業

万代口広場（現時点のイメージ）

都心部の今後の開発予定(検討含む)

(仮称)バスタ新潟整備

事業中：万代5丁目地区
西堀通5番町地区
（旧三越跡地）
まちづくり協議会開催中
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R2年2月竣工マルタケビル

旧運輸局跡地利活用検討

事業中
古町通7番町地区第一種
市街地再開発事業
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６．指定を目指すエリアと地域整備方針について



みなとまち。
みらいまち。
新 潟 市
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指定を目指すエリア設定の考え方

古町地区

万代地区

新潟駅周辺地区

③連鎖的な開発の相乗効果

• 開発事業が連鎖的に展開され、こ
の事業間の連携により拠点性のさ
らなる向上となるよう、特に都市機
能を誘導すべきエリア、土地利用
を活性化させるべきエリアを想定

④開発機運との整合

• 具体的な計画や事業が既に進
行している地区や、開発が想定
される地区を中心に、地域指定
の効果が着実に発現できるエリ
アを想定

①既存計画等との整合

• 都市計画マスタープラン、都心の
都市デザイン、立地適正化計画、
古町地区将来ビジョンなど、既存
計画との整合を図り、重点的・緊
急的な開発を促進すべきエリアを
想定

• 都市災害への備えに対する重要
性や企業誘致の観点を踏まえた
エリアを想定

②現状に見合った開発誘導

• 人口減少時代においても持続可
能な開発誘導となるエリアを想定

• 広範囲の地域設定は効果の低下
が懸念されるため、限定した一定
のエリアを想定

都市再生緊急整備地域の

指定を検討するエリア



みなとまち。
みらいまち。
新 潟 市
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地域整備方針検討

視点①新潟市・都心部の現状と課題
人口減少、若者の流出、雇用の場の不足、老朽建築物の増加、
自家用車依存、CO2排出量の多さ 、歩行者減少

• 整備の目標
• 増進すべき都市機能
• 公共施設の整備等
• 緊急かつ重点的な市街地の整備の推進に必要な事項

視点②新潟市の上位計画、まちづくりの方向性
にいがた未来ビジョン、まち・ひと・しごと創生総合戦略、
都市計画マスタープラン、都心の都市デザイン、
地域未来投資促進法基本計画、国土強靭化計画、
12次産業化推進計画、等

視点③都市再生の基本的考え方
革新的な技術（AI、IoT等）、質の高い投資、SDGs、災害リスク軽減、
Society5.0、インバウンド、子育て支援、大学・企業との連携

視点④産学官金のプラットフォーム（準備協議会）
学術研究、開発事業者、地域金融機関、行政(国県市)

キーワード１（都市整備）

新潟駅連続立体交差事業、新潟バスタ、
基幹公共交通軸の強化、ミズベリング

キーワード２（新潟市のまちづくり）
環日本海・北東アジアのゲートウェイ、
緑化推進、食・農業・バイオ、
国家戦略特区、コンパクトシティ、
防災救援都市、脱炭素社会、
交流人口拡大

キーワード４（社会情勢の変化への対応）
生産年齢人口の減少、災害の激甚化、
感染症の蔓延、東京一極集中リスク、
経済回復、新しい生活様式

キーワード３（まちづくりの方向性）
市街地整備2.0、ウォーカブルシティ、
スマートシティ、５G、MaaS、官民連携、
エリアマネジメント、公共空間の利活用

地域整備方針（素案）



みなとまち。
みらいまち。
新 潟 市
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指定後のまちづくりのイメージ

〇札幌市の事例
（都心における開発誘導方針について）より

〇神戸市の事例（三宮周辺地区の
「再整備基本構想」）より

〇新潟市「新潟都心の都市デザイン」より

• 必要な都市機能を誘導する開発事業は容積緩和などの高度利用が可能になる。
• 緑化やアイレベルでの居心地よい空間整備、風格ある景観形成なども併せて進める。

機能誘導と容積緩和のイメージ

風格ある景観形成

居心地良い空間整備

緑化

賑わい


